
１ 公共交通空白地有償運送の概要について

(1) 公共交通空白地有償運送とは

道路運送法（昭和26年法律第183号）第78条第２号に定める自家用有償旅客運送のう

ち、道路運送法施行規則（昭和26年運輸省令第75号）第49号第１項第２号に定める公

共交通空白地有償運送は、過疎地域その他の交通が著しく不便な地域において、タク

シー等の公共交通機関では、住民に対する十分な輸送サービスが確保できない場合に、

特定非営利活動法人等が国土交通大臣の登録を受け、実費の範囲内で営利とは認めら

れない範囲の対価によって、自家用自動車を使用して当該会員等に対して行う輸送サ

ービスです。

表１ 自家用有償旅客運送の種別

自家用有償旅客運送
公共交通空白地有償運送

福祉有償運送

(2) 公共交通空白地有償運送の登録要件について

公共交通空白地有償運送の登録には、法令で定められた要件（運行主体・運行区域・

運送対象者・運転者要件・使用車両・運送の対価・運行管理体制等）を満たす必要が

あります。

その登録要件の一つに、『市町村が主宰し、関係者で構成された「公共交通空白地有

償運送運営協議会」の合意※』があります。

【合意とは】

★ 下記の事項を協議して、調整が調うこと。

① 地域の輸送状況の実情を踏まえ、申請者が行う公共交通空白地有償運送の必

要性

② 法令で定める基準に照らし、利用者から収受する料金が適当であるか

(3) 公共交通空白地有償運送運営協議会の設置と石狩市地域公共交通活性化協議会へ

の統合

本協議会は、厚田区で平成22年４月から公共交通空白地有償運送を行う特定非営利

活動法人「あつたライフサポートの会」の協議を行うため、平成21年９月１日に設置

されました。

令和４年４月１日構成メンバーの負担軽減及び効率的な協議会運営を目的として、

石狩市地域公共交通活性化協議会に統合されました。
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【参考資料 石狩市地域公共交通活性化協議会設置要綱】

○石狩市地域公共交通活性化協議会設置要綱

平成29年10月31日要綱第83号

改正

令和４年３月31日要綱第45号

石狩市地域公共交通活性化協議会設置要綱

（設置）

第１条 石狩市における地域公共交通の活性化及び再生に関する協議を行うとともに、

石狩市内における需要に応じた住民の生活交通の確保及び旅客の利便増進等を図り、さ

らには過疎地域その他これに類する地域における住民の福祉の向上又は交通不便の解消

を図り、公共の福祉の増進を図るため、公共交通空白地有償運送の必要性、これを行う

場合における旅客から収受する対価その他公共交通空白地有償運送の適正な運営の確保

のために必要となる事項を、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年法

律第59号）第６条第１項及び道路運送法（昭和26年法律第183号）に規定する協議会とし

て、石狩市地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）を置く。

（協議事項）

第２条 協議会は、次の事項について協議を行う。

(１) 持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化及び再生の推進

に関すること。

(２) 乗合輸送の需要に応じた住民の生活交通の在り方に関すること。

(３) 旅客の利便増進に関すること。

(４) 道路運送法第79条の規定に基づき、自家用有償旅客運送（公共交通空白地有償運

送に限る。）の登録（道路運送法第79条の６第１項の規定に基づく有効期間の更新及び同

法第79条の７第１項の規定に基づく変更更新を含む。）を申請する場合における運送の必

要性及び旅客から収受する対価に関する事項

(５) 道路運送法第79条の12第１項第４号の規定による合意の解除に関する事項

(６) その他必要事項に関すること。

（組織）

第３条 協議会の委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱した者で構成する。

(１) 公共交通事業者等

(２) 道路管理者

(３) 港湾管理者

(４) 公安委員会

(５) 地域公共交通の利用者

(６) 学識経験者

(７) 市職員

(８) 札幌運輸支局首席運輸企画専門官（輸送・監査担当）
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(９) 北海道石狩振興局地域政策部地域政策課長

(10) 地域住民の代表

(11) 札幌地区バス協会の代表

(12) 北海道地方交通運輸産業労働組合協議会の代表

(13) 札幌地区バス協会の代表

(14) その他市長が必要と認める者

（会長及び副会長）

第４条 協議会に会長及び副会長を各１人置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 会長は、協議会を代表し、会議を主宰する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。

（任期）

第５条 委員の任期は、委嘱日から当該委嘱日の属する年度の翌々年度の末日までとす

る。ただし、委員が欠けた場合の補欠の委員は、前任者の残任期間とする。

（会議）

第６条 協議会は、会長が招集する。

２ 会長は、必要に応じて各種機関又は団体の関係者及び市民から意見を聞く機会を設

けることができる。

（庶務）

第７条 協議会の庶務は、企画経済部において処理する。

（委任）

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に

定める。

附 則

この要綱は、平成29年11月１日から施行する。

附 則（令和４年３月31日要綱第45号）

（施行期日）

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

（石狩市地域公共交通会議設置要綱及び石狩市公共交通空白地有償運送運営協議会設置

要綱の廃止）

２ 石狩市地域公共交通会議設置要綱（平成18年要綱第59号）及び石狩市公共交通空白

地有償運送運営協議会設置要綱（平成21年要綱第78号）は、廃止する。


